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長野県児童養護の基礎的研究 (1)
矢 上 克 巳
は じ め に
本稿は長野県における児童養護の成立と展開について基礎的研究作業をまとめたものであ
る｡
田代不二男は,その著 『社会福祉学概説』のなかで,社会科学は原則上三部門からなり,
理念と歴史と実践 (あるいは技術)がそれであると述べ,社会福祉学も社会福祉原論,社会
福祉史,社会福祉方法論の三つの区別が可能であると述べている｡これと同様に,児童養護
研究についても,養護原理,児童養護史,養護技術の三部門に区別することが可能であると
思われる｡
こうした意味において,児童養護を科学的なものとするための一つの基礎的研究作業とし
て,児童養護の成立と展開について把握することが必要になってくると思われる｡
長野県においては,このような研究作業は末だなく,分野別にいくつかの研究があるのみ
である｡
しかし,この研究作業をすすめるに当たって,この大戦以前の長野県の社会事業に関する
文献 ･資料の散逸がはなはだしく,先駆者の貴重な実践記録を再現することは,現在では非
常に困難となっている｡
とりあえず,限られた文献 ･資料に依拠してではあるが,本テーマにせまってみたい.
1 慈善救済期 (明治元年～同29年)の児童養護の成立 と展開
(1) 国内の動向
明治維新から明治20年代にかけては,資本の原始蓄積過程であ るO この プロセスにおい
て,とくに明治14年 (1881)から同18年(1885)にかけての経済不況により,農民層,士族,
職人層の窮乏化がすすみ,さらに各地方では,この経済不況に加えて自然災害が重なり,そ
の窮乏状況がさらに深刻化したのである｡さらに,明治23年 (1890)には,最初の資本主義
的恐慌ともいわれる一般的過剰生産恐慌となり,貧農層,下級士族,職人,中小商工業者を
窮乏におちいらせたのである｡
こうしたなかで,広汎に児童の貧困問題が出現してくるのであるが,それに対する明治政
府の救済対応は,きわめて貧弱なものであった｡
明治政府の最初の児童保護は,明治元年 (1868)の ｢随胎禁止令｣の発令であった｡つい
で明治4年 (1871)には,太政官布達 ｢棄児養育米給与方達｣が発令された｡これは,棄児
を養育する者に,棄児が15歳に達するまで (明治6年 (1873)に満13歳までと改定された)
年々米7斗を支給するものであった｡米7斗でもって,棄児の一年間の一切の養育費とされ
ていたのであるから,この制度の内容が如何に貧弱なものであったかがうかがえる｡翌5年
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(1872)には ｢人身売買厳禁令｣が発令され,さらに明治6年 (1873)には,｢三子出産の貧
困者-養育料給与方｣が定められ,給与対象者には一時金5円が支給されることになった｡
明治7年 (1874)には,唯一の公的救貧立法である ｢他救規則｣が制定され,これにより無
告の窮民救済の一環として,13歳以下の貴児 ･幼弱者が救済されることになった｡
しかし,こうした貧弱で制限主義的な立法では,広汎な貧困児童の出現には対応できず,
日本国内各地で各種の児童救済施設の成立をみるのであった｡
まず,明治期に入ってからの最初の育児院は,明治2年 (1869)2月創立の日田養育館で
あった｡ついで同年6月には,東京府に廃疾の老幼を収容保護する三田救育所が設立されて
いる｡さらに明治5年 (1872)には,ロシア皇太子の来日を実検に養育院が設立されたOこ
の時期においては,とくにカトリック関係者による育児院の設立にめざま しい ものがあっ
た｡すなわち明治5年 (1872)6月に横浜において,サンモール会修道女ラクロットによっ
て開始された育児事業 (明治9年 (1876)に横浜慈仁堂と名付けられ,後に重女学院と発展
した)をはじめとして,同7年 (1874)の長崎浦上養育院,同10年 (1877)の神戸女子教育
醍,同11年 (1878)の函館聖保禄女学校,同12年 (1879)の東京聖保禄会育児部童貞院,同
14年 (1881)には,五島有川村鯛浦に鯛浦養育院,五島奥滞村に奥潤慈恵院,同19年(1886)
の京都天主教女子教育院,同20年 (1887)の東京玖塊塾などとあいついで設立された｡プロ
テスタント関係では,明治20年 (1887)に石井十次により岡山孤児院が創設 され,同21年
(1888)の暁星固,同23年 (1890)の大阪博愛社や神戸孤児院などが設立されている｡一方,
仏教関係では,明治12年 (1879)の福田会育児院の設立をはじめとして,同16年 (1883)に
は,長野に大勧進養育院が設立され,同19年 (1886)の愛知育児院,同22年 (1889)の爪生
(1)
岩子による鳳鳴会育児部などが設立された｡ (2)
感化事業では,明治17年 (1384)に池上雪枝が不良少年の保護のため神道祈頑所を設立し
たのをはじめとし,翌18年 (1885)には,高瀬其卿により私立予備感化院(後の東京感化院)
､:'~･
が設立され,さらに翌19年 (1886)に千葉感化院が設立された｡
また明治24年(1891)には,濃尾大地震を契機に精神薄弱児を収容する孤女学院が滝野川に
(4)
石井亮一により設立された｡
一方,若干の防貴的施設も設置されるようになった,明治19年 (1886)の同善簡易小学校
(5)
や浅草慈善学校などがスラム問題を背景に民間人の手により設立された｡
保育事業の動向では,常設保育所の前駆的形態とも言うべき,子守学校が明治10年頃より,
長野県や新潟県で設立されている｡また,わが国の農繁期託児所の嘱矢とされる下味野子供
(6)
預 り所が明治23年 (1890)に寛雄平らにより鳥取県気高郡美穂村下味野に設立された｡さら
に,同年には,赤沢鐘美 ･仲子夫妻が,わが国の保育所の噸矢たる新潟静修学校付設保育所
(7)
を設立したのである｡
以上のように,この時期の児童救済の展開は,政府の救済対応が貴弱で制限主義的である
ため,全国的にみて,散発的にではあるが各地で児童救済施設が誕生した｡それらの多くは,
キリスト教関係者,仏教関係者,篤志家などの民間人の手により設立されたのであった｡
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(2) 大勧進養育院の創立
先に述べたように,明治14年 (1881)から同18年 (1885)にかけての経済不況により,農
民層 ･下級士族 ･職人層の窮乏化がすすんだのであるが,長野県下においても,この経済不
況に加えて千曲川及び天竜川の氾濫災害が重な り農民層を窮乏におとしいれ,そのため小作
農への転落,出稼ぎ,日雇,都市への流出などが顕著となったのである｡こうしたなかで,
禽児 ･孤児 ･棄児などの児童問題が出現してくるのである｡
(義-1)国費他救状況
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こうした児童-の救済対応として,まず他救規
則に より無告の窮民救済の一環として,負児 ･幼
弱者が救済され,また棄児については,棄児養育
米給与方達に よって救済されるのであるが,その
救済対象児童は著しく制限されていたのである｡
長野県における国費他救児童人員は表 1の通 り
長野県統計 書明 治26年～43年版より作成 である｡こうした貧弱な救済対応では,広汎な要
救済児童の出現には,対応できなかったことは言 うまでもない｡
こうした状況を背景にして,明治16年 (1883) 3月大勧進副住職奥田貫照等により,大勧
進養育院が設立されたのである｡
大勧進養育院沿革
本院-無告ノ窮民ヲ救済スルノ目的ニヨリ故大勧進副住職奥田貫照師ノ創意二起因シ正住職村田寂順
師卜共二時ノ長野県令大野誠氏二謀り市内ノ慈善家及有力者ノ賛同ヲ求メ組織ノ経営位置ノ撰定維持ノ
方法等幾多ノ辛酸ヲ経テ明治15年7月12日ヲ以テ設立出願ノ運二至り同年10月14日付ヲ以テ県庁ノ指令
二基キ翌16年3月10日愈本邸内二開院式ヲ挙行スル事 トナレリ而シテ其資金-大方慈善家ノ寄附ヲ請ヒ
之ヲ10ケ年賦二分納スル事 トシテ毎年其利子ヲ以テ院費二充テ其他維持費 トシテ大勧進及山内衆徒ヨリ
金若干ヲ出シ先ゾ20名ヲ収容シ尚広ク篤志家ノ慈善金品ニヨリ漸次資金ノ増殖二従ヒ其発展ヲ図ルノ計
画ナリシモ時代ノ要求-益 激々甚ヲ加-入院ヲ哀願スルモノ比年増加シ勢ヒ拡張ノ己ム可ラザルニ至リ
シヲ以テ時ノ大勧進副住職福悪道貫師深ク之ヲ憂ヒ33年2月普ク北信ノ篤志家二謀り更二数十名ヲ収容
スべキ家臣一棟ヲ新築シ資金-在来ノ外又5ケ年賦ノ寄附金ヲ募集シ着々之ガ発達ヲ図レリ然ルニ訓育
上老幼混同ノ不可ナルヲ認メ経済困難ノ場合ナルこそ拘ラズ44年5月再ビ邸内二育児部一棟ヲ建築シ保
栂ヲ付シテ専ラ之ガ保育ノ任二当ラシムト云-ドモ末ダ以テ完全ノ域二進ムコトヲ得ズ加フルニ現構内
狭隆ニシテ発展ノ余地ナキヲ以テ大正4年11月御大典記念 トシテ郊外ニ600余坪ノ土地ヲ購入シ資金ヲ
募テ分院建設ノ企画ヲナシ漸次本院設立ノ趣旨ヲ貫徹セシメン事ヲ期ス (大正6年度大勧進養育院年
戟)
同院は養老及び育児の二部を経営していた｡育児部では,沿革にもあるように,無賃の孤
児 ･貴児 ･棄児を収容保護していたのである｡沿革に よると,同院の経営は,篤志家や檀家
等の寄付金品や財産 より生ずる利益等に依っていたのである｡同院に対する公的な補助とし
ては,明治34年 (1901)より長野県の補助が毎年交付されるようにな り,内務省よりの助成
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金が大正6年 (1917)になってようやくではあるが交付され,以後毎年交付された｡また,
(8)
大正12年 (1923)より宮内省より御下賜金も下付されるようになった｡このように公的な補
助金あるいは助成金が交付されるようになるのであるが,同院の経営費のなかで占めるその
位置は低いものであった｡大正11年 (1922)度の同院収支状況よりみるに,収入4,233円80
銭のうち補助金総額が1,020円 (県費500円,市費400円,大勧進補助120円)を占めるにすぎ
(9)
なかったのである｡
また同院では,明治44年 (1911)に老養混合収容では訓育_即日題があるとし,分類収容す
ることになり,他に育児部 1棟を設け,保母1名を配置し,育児院事業を展開したのである｡
同院の明拾22年 (1889)から同26年 (1893)までの老幼在所人員及び経常収支は以下の通
りである｡
(表-2) 大勧進養育院年次別在所人員
≦ -.;二男
25年 [ 26年
明治26年度版長野県統計書より作成
(秦-3)大勧進養育院救済費収支状況
明治26年度版長野県統計書より作成
とくに,経営状況 (表-3)についてみるならば,篤志家などの寄付金品や財産より生ず
る利益に依存するという脆弱な経営基盤であったものの,赤字には至らず,収支のバランス
はとれていたようである｡
表 4より収容者の状況についてみると,明治20年代の収容人員 (表- 3)と比較すると倍
以上に増加しているのがわかる｡これは明治33年 (1900)の増築を期に増加した ものであ
るO また明治42年 (1909)の収容者状況をみると (表- 5),不具児3名と盲児 1名が収容
されており,当時にあっては,虚弱児,不具児,盲児,病児と健体児との,いわゆる混合収
容をとっていたのがわかる｡この点,現在の養護施設入所児童の多様化と,質こそ違うが符
合をみるのが興味深いところである｡
次に,同院における収容者処遇方法について,とりあげてみる.明治期における同院の収
容者処遇方法に関する資料については未発掘なので,とりあえず 『大正6年度大勧進養育院
年報』にある大勧進養育院規程細則より同院の処遇方法についてとりあげてみたい｡
(秦-4)収容者状況
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(表-5) 明治42年度収容者状況
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明治 42年度版長野 県統 計 書
大勧進養育院規程細則
第1章 収容者取扱二関スル件
明治42年度版長野県統計書
第 1条 本院二収容スべキ被救育者-左ノ各号ノーニ該当シ本県在籍者ニシテ扶養ノ義務者ナキモノ-
限ル
1孤児 但貧児棄児等ニシテ当分満4歳以上ノ老二限ル
1老衰又-病身ニシテ自活シ得ザルモノ
第2粂 教育ヲ請-ソトスルモノノ､市町村長ヨリノ委託書二戸籍ノ謄本並二医師ノ健康診断占及親族又
-知友ノ保証状ヲ添テ提出セシムルモノトス
前項ノ書額二就キ調査ヲ遂クルモ尚ホ不審ノ廉アルモノ-所轄警察署二依頼シ本人ノ身本調査ヲナ
スコトアルべシ
第3粂 前条ノ調査こ依 り収容シ得べキモノ-院長ノ決裁ヲ得テ其手続ヲ為スべシ
第4粂 収容者-老幼ヲ分チ男女ヲ区別シ各室二住居セシム
第5粂 収容者ニ-定食物被服寝具及日用必要ノ物品ヲ無償給与ス
第6条 収容者/､左ノ場合二於テ退院セシム
1独立生計ヲ為シ得べキ目途ノ確立セシトキ
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1確実ナル扶養者アリテ其引受ヲ申出不都合ナシト認ムルトキ
1逃亡其他ノ事由二依 り退院ノ処分ヲ為スべキ トキ
第7条 前条ノ退院者アル場合-親族アルモノ-其親族及委託市町村長二其旨通知スべシ
第8粂 収容者中学齢児童-市立小学校二入学セシメ教育二必要ノ物品-之ヲ給与ス
第9粂 収容者ニ-左ノ種別二依 り一定ノ業務二就カシム
1院内作業
1外勤作業
第10粂 左ノ善行アル収容者二対シテ-賞与ヲ行ヒ之ヲ表彰ス
1院則ヲ謹守シ品行佳良ニシテ他ノ亀鑑 トナルべキモノ
1業務二精励シ其成績厨著ナルモーノ
第11条 左ノ行為アル収容者二対シテ-懲罰ヲ課ス
1院則二違背シ命令ヲ尊守セザルモノ
1院内ノ風紀ヲ壊廃シ秩序ヲ素乱スル行為アルモノ
1不正ノ行為二依 り他二対シ危害ヲ加-シモノ
第12条 前条ノ懲罰ヲ左ノ通り定ム但退院処分ノ外期間ノ長短-情状二依 り之ヲ固執シテ定ムルモノト
ス
1外出禁止
1作業賃減給
1減 食
1退 院
第13粂 収容者ニシテ死亡アル トキ-本人宗門ノ如何二拘ラズ天台宗ノ仏教二依 り葬儀ヲ執行ス但死者
ノ親族アルトキ-其親族及委託市町村長二通知スベシ
第14粂 収容者ニシテ逃亡者アル トキ-其逃亡ノ日ヨリ6ケ月ヲ経過シ復帰セザルモノ-第6条ノ退院
者 卜見放シ処分ス
第15条 死亡者及逃亡者ガ本院二遺留シタル物件-之ヲ本院ノ収得 トス
本条物件ノ収得二付テ-収容ノ当時二於テ保証人ノ連署シクル書面ヲ以テ英子諾ヲ保留シ置クべシ
第二章 事ムニ関スル件 (省略)
第三章 収容者心得二関スル事
第23粂 収容者-総テ規律ヲ正クスべキ-勿論本院ノ定ムル一切ノ事項ヲ専守シ決シテ違背スべカラズ
第24粂 収容者-互二親睦ヲ旨トシ信義ヲ重シ決シテ喧嘩口論等ヲナスべカラズ就中老幼不具疾病老二
対シテ-常二相保護シ非常事変等ノ起 リタル場合-努テ之ガ避難ヲ援助スべシ
第25粂 日々ノ起臥飯食作業労働及休憩ノ時間ヲ定ムルコト左ノ如シ
1午前5時起床 (冬季-6時)
1同6時半朝食 (同7時半)
1同7時半作業及労働 (同8時半)
1同10時 休憩 (20分間)
1正 午 昼食 (1時間)
1午後3時休憩 (30分間)
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1同5時30分休業 (冬季-4時30分)
1同6時 晩食 (同5時)
1同9時 就寝 (同10時)
第26粂 収容者-衛生ヲ重シ各自ノ居室-勿論廊下便所浴室炊事場及庭園等-朝夕清潔二掃除スべシ
第27粂 収容者ノ入浴-夏季-3日ニ1回冬季-5日ニ1回トシ理髪-1ケ月1回トス
第28粂 収容者-事務所ノ許可ナクシテ左ノ行為ヲナス事ヲ得ズ
1狭リニ外出スルコト
1来訪者二面会ヲ為シ又-居室二人ルコト
1他人 卜金品ノ授受ヲ為スコト
1他人 卜文書ノ往復ヲ為スコト
第29条 収容者/作業及労役二従事セシ賃金-其半額ヲ本人二給与ス
第30条 収容者-指揮ヲ受ケ又-要用ノ外狼リニ他室二往来スベカラズ就中男子ニシテ女宝二入り女子
ニシテ男室二入り又-装賓ノ言語挙動ヲ為ス等総テ風紀ヲ素スガ如キ所為-之ヲ厳禁ス
第31条 焚火並炭火等ノ取扱ヲ丁寧ニシ火ノ元ノ注意ヲ怠ル可ラズ尚作業場内二於テ喫煙スルコトヲ厳
禁ス
第32条 収容者-院ノ内外ヲ問-ズ総テ他人二対シ金銭物品飲食物等ノ合力ヲ要求スルガ如キ行為ヲ禁
ズ
第4章 附 則
第33灸 従来ノ院則ニシテ本細則二抵触スルモノ-自然消減ス
この同院規程細則に よれば,収容対象児童は,長野県在籍者で満4歳以上の孤児 ･貢児 ･
棄児とされていた｡収容者は定食物被服寝具及 日用品等が無償給与され,入浴については夏
季には3日に 1度,冬季には5日に 1度あ り,理髪については月に 1度なされることになっ
ていた｡また,収容児童のなかで学齢期の者は市立小学校-入学せしめ,学用品を給与する
ことになっている｡
同院の事業状況をみるに,明治16年 (1883)から大正6年 (1917)の閲に,無告の窮民及
孤児 ･棄児を収容保護し,あるいは院外救助をなして救済 した者は219名に及び,そのうち
(10)
退院者は75名,死亡者は102名,脱出者8名,院外救助の失院者が1名であった｡
大正6年 (1917)度現在の収容者は,幼者 (児童)16名,老者9名の25名で,他に院外救
し11~･
助2名及び徒弟や家事見習などの家庭委託者2名で,救済人員は合計で29名であった｡
(12)
同院の常務職員は当時,書記 2名と保母 1名のわずか 3名であ り,施設の運営には相当の
労苦があったものと推察される｡
同院はその後,大正14年 (1925)に組織を財団法人とし,さらに昭和 3年 (1928)に養老
部と育児部を分立することになり,養老部は大勧進境内に残し,育児部を酉長野地籍へ移転
(13)
させて,大勧進養育院付属三帰寮と命名したのである｡
(3) 保育所のはじまり
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明治脚 こおける児童聞題の一つとして,不就学児童の問題があげられる｡不就学の原田に
は,授業料,昼食挑帯,衣服,学用品などの負担が大きいこと及び学齢期の児童は貴重な家
業の労働力源であったことなどがあげられる｡
さらに,ロベらしや家計の補助のため,男子は丁稚や徒弟,女子は他家-子守奉公に行か
された り,製糸工場の糸引工女になった り,最悪の場合には娼妓として花柳界に売られたの
であった｡
こうしたなかで,長野県において,子守児童の就学確保のために,明治10年代より子守学
校が設立されるのであった (表6)0
子守学校では子守児童を教育する一方子守児童が背負ってきた乳幼児の保育も行ったので
ある｡その保育は,一般には遊戯室や乳児室をしっらえ,子守児童が交代で乳幼児の世話を
行 うというものであった｡
子守学校の設立日的は,第一義に子守児童の就学確保にあるが,子守児童が背負ってきた
乳幼児の世話をするという保育機能を鬼のがすことができない｡
(表-6) 子守学校の動向
設立年; 名 称
下高井郡延徳学校子守学級
上高井7糾]山小学校子守学級
更級郡塩崎小学校変則速成科
埴科Jil;東条小学校子守教育所
埴科郡屋代子守学校
通明学校付属子守教育所会分教室
通明学校付属子守教育所拭凹分数三
通明学校付属子守教育所御幣川分教室
通rDl学校付属子守教育所漸原田分教室
上LU子守教育所
通明学校付属子守教育所五明分教室
長野城山小学校子守教育所
長野後町小学校子守教育所
上伊那郡中箕輪村木T子守学校
通明学校付属子守教育所高田分数宝
飯田子守教育所
飯山子守学校
小諸子守学校
諏訪高島小学校子守学校
高遠小学校子守学級
岡田小学校児守教育所
上高井郡日滝子守学校
上水内郡常郷子守学級
稲荷山高等小学校子守学校
神津善三郎 『教育哀史』銀河書房1978より作成
この保育機能に着目するならば,千
守学校は,まさに常設保育所の前駆的
形態としてみなすことができる｡実際
に長野県において子守学校 が発 展 し
て,付設保育所を設けるケースがみら
れた｡すなわち明治27年 (1894)創立
の長野市立城山小学校子守教育所及び
長野市立後町小学校子守教育所がそれ
である｡両子守教育所は,それぞれ発
展し,明治44年 (1911)に付設保育所
(14)
を設置したのであった｡長野県内にお
いては,子守学校は明治20年代から30
年代を通して急増をみるが(表-6),
それらのいずれもが,長野市の両校の
場合のように付設保育所を設けるまで
には至らなかった｡
この時制 こ国内各地において子守学
級がさかんに設立されたが,明治政府
はこれを保育所に発展させようとはし
なかったのである｡
しかし,国内各地での子守学校の設
立は,まさに国民の保育要求のあらわ
れをも物語っていたのである｡
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(4) 障害児教育のはじまり
盲教育は本来,教育の分野に入るのではあるが,昭和戦中期までは異常児保護事業と呼ば
れ,社会事業の分野に置かれていたのである｡ここでは盲教育施設が盲児に対する教育棟能
と併せて養護械能をもっとの観点から,盲教育施設の成立と展開についてとりあ げ て み た
い｡
明治時代の社会情勢では,盲人は人間外とされ, ｢門付｣, ｢袖乞｣などによって, ようや
く露命をつなぐような状態におかれていたのである｡
こうした盲人のおかれている状況を打開しようと,長野県において明治27年 (1894)1月
松本町の盲人有志らが奮起し,盲人教育を開始 したのである｡この教育実践は明治42年 (19
09)に一時閉鎖されるが,明治45年(1912)6月,松本市小学校源地部に特別教育所が設立さ
れ,毎 日午後,普通学及点字教授が行われた｡さらに大正4年 (1915)には,技芸科が増設
され,専任教師を配置し盲教育を発展させた｡翌大正5年(1916),同所は松木市に移管され
松本市立松本訓告院と改称し,さらに昭和 8年 (1933)には,県に移管 され長野県立松本盲
(15)
学校と発展したのである｡
厳しい盲人に対する社会情勢のなかで,盲人自らが奮起し,盲人の社会的自立と社会的地
位の向上を志向し,盲人教育機関を創設したことは大いに注目されてよい｡当時の他の多 く
の盲人教育施設は,いわば有識正眼者の憐慾と同情から出発していたのである｡
長野県においてほ,松本町の他に,上田地区と長野市に百人教育施設が設立され て い る
が,これらについては次号で述べることにしたい｡ (次号につづ く)
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